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共１２ 建設副産物対策 
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１ 建設副産物対策の概要 

(1) リサイクルの推進 

社会資本の整備及び更新などに伴い発生する＊建設資材廃棄物は排出量が多く、本県の産業廃棄物

及びその最終処分量に占める割合も高い。 

平成30年度長野県産業廃棄物実態調査結果では、県内で排出された産業廃棄物は448万2千tであり、

平成25年度の434万1,000tから3%増加している。このうち建設業は115万5千tで約26％を占め、電気・

水道業に次ぐ２番目の量を排出している。 
＊建設副産物の適正処理及び再生資源の活用に係る関係法令などに基づき、建設資材廃棄物の排出

抑制や再資源化及び＊再生建設資材などの利用を促進することが必要であり、県では、平成 14 年５

月に「長野県建設リサイクル推進指針」を公表し、再資源化などの促進に取り組んでいる。 

 

(2) 施策の展開 

ア 建設資材廃棄物の排出抑制 

建設工事の計画・設計段階から施設の耐久性向上を図るとともに、維持管理・修繕を容易にす

るなど、長期的使用に資する設計に努めるとともに、端材発生が抑制される製品開発や利用、並

びに建設資材の再使用などの取組に、関係者が適切な役割分担の下で、連携しつつ積極的に参加

することとしている。 

 

イ 建設資材廃棄物の再資源化等の促進 

県発注建設工事においては、コンクリート塊など建設工事で発生するがれき類について、破砕・

選別などによって再生砕石、再生加熱アスファルト混合物などとして再資源化することとしてい

る。このため＊特定建設資材の分別解体と、再資源化施設への搬入を徹底している。 

 

ウ 再生建設資材等の利用促進 

県では、再資源化により得られた再生建設資材利用を促進するため、関係者連携の下で、特定

建設資材廃棄物を用いた再生資材に係る需要の創出及び拡大に必要な調査、情報提供、並びに普

及啓発に積極的に取り組んでいる。なお、再生資材の利用にあたっては、必要な品質を確保する

こと並びに環境に対する安全性及び自然環境の保全に配慮することとしている。 

また、再生資源を積極的に活用したリサイクル製品（資材）を使用するモデル工事を実施する

など、建設資材のリサイクルにより得られた再生建設資材の率先利用に努めている。 
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表 用語の解説 

用  語 解  説 

建設資材廃棄物 建設工事に使用する資材が廃棄物となったもの。 

建設副産物 

建設工事に伴い副次的に得られたすべての物品であり、その種類としては、「工事現場外

に搬出される建設発生土」、「コンクリート塊」、「アスファルト・コンクリート塊」、「建設

発生木材」、「建設汚泥」、「紙くず」、「金属くず」、「ガラスくず・コンクリートくず（工作

物の新築、改築又は除去に伴って生じたものを除く。）及び陶器くず」又はこれらのもの

が混合した「建設混合廃棄物」などがある。 

再生建設資材 
建設工事に使用する資材として利用することができる状態に建設廃棄物が再資源化され

たもの 

特定建設資材 
建設資材のうち、政令で定められた、以下の資材 

①コンクリート ②コンクリート及び鉄から成る建設資材 ③木材 ④アスファルト 

 

図 建設リサイクルの概念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

〔発生・排出抑制の徹底〕 

現場内再利用も含む 

 

 

 

 

 

 

工事現場 

〔工事間利用〕 

他の工事現場へ 

〔再資源化〕 分別解体 

再資源化施設への搬入 

再生建設資材 

利用促進・率先利用 

〔最終処分〕 
他の措置を取ることができない廃棄物 
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図 建設副産物と再生資源、廃棄物との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

  

建設副産物 

廃棄物 
（廃棄物処理法） 

 
 
 
 

○有害・危険なもの 

 
 
 

原材料として利用が 
不可能なもの 

再生資源 
（資源有効利用促進法） 

 
 
 
 

○建設発生土   
○金属くず   

そのまま原材料と 
なるもの 

○アスファルト・コンクリート塊 
○コンクリート塊 
○建設発生木材 

○建設汚泥 

○建設混合廃棄物 

原材料として利用の可能性が 
あるもの 

土砂及び専ら土地造成の目的となる土砂に準ずるもの

河川等の浚渫に伴って生ずる土砂その他これに類するもの

スクラップ等他人に有償で売却できるもの

事務所ごみ
現場事務所での作業、作業員の飲食等に伴う廃棄物（図面、雑誌、飲
料空缶、弁当がら、生ごみ）

刈草、枝葉
河川堤防や道路法面等の除草作業で発生する刈草、道路の植樹帯
の管理で発生する剪定枝葉

廃棄物処理法施行令で
定められた産業廃棄物

工事から排出される産業廃棄物の具体的内容（例）

がれき類

工作物の新築、改築、除去に伴って生じたコンクリートの破片、その他
これに類する不要物
①コンクリートがら
②アスファルト・コンクリートがら
③その他がれき類

木くず
工作物の新築、改築、除去に伴って生ずる木くず（型枠、足場材等、内
装・建具工事等の残材、伐根・伐採材、木造解体材等）

汚泥

含水率が高く微細な泥状の掘削物
（掘削物を標準ダンプトラックに山積みできず、またその上を人が歩け
ない状態（コーン指数がおおむね200kN/㎡以下又は一軸圧縮強度が
おおむね50kN/㎡以下）
具体的には場所打杭工法・泥水シールド工法等で生ずる廃泥水

廃プラスチック類
廃発泡スチロール等梱包材、廃ビニール、合成ゴムくず、廃タイヤ、廃
シート類

ガラスくず
コンクリートくず
及び陶磁器くず

ガラスくず、コンクリートくず（工作物の新築、改築又は除去に伴って生
じたものを除く）、タイル衛生陶磁器くず、耐火レンガくず

金属くず 鉄骨鉄筋くず、金属加工くず、足場パイプ、保安塀くず

紙くず
工作物の新築、改築又は除去に伴って生ずる紙くず（具体的には包装
材、段ボール、壁紙くず）

繊維くず
工作物の新築、改築又は除去に伴って生ずる繊維くず（具体的には廃
ウエス、縄、ロープ類）

廃油 防水アスファルト（タールピッチ類）、アスファルト乳剤等の使用残さ

ゴムくず 天然ゴムくず

廃油 揮発油類、灯油類、軽油類

廃PCB等及びPCB汚染物 トランス、コンデンサ、蛍光灯安定器

廃石綿等 飛散性アスベスト廃棄物

その他の産業廃棄物
燃え殻、廃酸、廃アルカリ、鉱さい、動物性残さ、動物性固形不要物、動物のふん尿

動物の死体、ばいじん、産業廃棄物を処理するために処理したもの
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＝ 建設リサイクル法により、リサイクル等が義務付けられたもの 
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２ 建設副産物関係法令 

 

(1) 「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）」 

平成12年５月31日公布、令和4年6月17日最終改正 

(2) 「資源の有効な利用の促進に関する法律（リサイクル法）」 

平成３年10月25日施行、令和5年4月1日最終改正 

(3) 「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）（改正）」 

令和4年6月17日最終改正 

 

(1) 建設リサイクル法 

   この法律は、特定の建設資材について、その分別解体等及び再資源化等を促進するための措置を 

講じるとともに、解体工事業者について登録制度を実施することなどにより、資源の有効利用の確 

保と廃棄物の適正処理を図り、もって生活環境の保全と国民経済の健全な発展に寄与することを目 

的としている。（法第１条） 

 長野県が発注する土木工事では「公共建設工事における分別解体等・再資源化等及び再生資源活

用工事実施要領（土木）（平成 14 年６月２５日制定）」に基づき分別解体等・再資源化等及び再生資

源活用を行うこととしている。（共 12-14 参照） 

 

ア 分別解体等及び再資源化等の義務付け 

     一定規模以上の建設工事（以下「対象建設工事」）について、受注者に分別解体等及び再資源化

等を義務づけている。 

   (ｱ) 分別解体等の実施義務 

     対象建設工事の受注者等は、特定建設資材を分別解体等により現場で分別することが義務付け

られている（第９条第１項）。 

     「分別解体等」とは、土木工事については「当該工事に伴い副次的に生じる建設資材廃棄物を

その種類ごとに分別しつつ当該工事を施工する行為」をいう。（第２条第３項） 

     分別解体等の義務付け対象者は、対象建設工事の受注者（又は自主施行者）である。本法の受

注者は、「当該対象建設工事の全部又は一部について下請契約が締結されている場合における各下

請負人を含む」（第９条第１項）とされている。 

   (ｲ) 再資源化等の実施義務 

     対象建設工事の受注者は、分別解体等に伴って生じた特定建設資材廃棄物について、再資源化

をすることが義務づけられている（第 16 条第１項）。 

     「再資源化」とは、次の①、②の行為であって、分別解体等に伴って生じた建設資材廃棄物の運

搬又は処分（再生することを含む。）に該当するものをいう（第２条第４項） 

    ① 分別解体等に伴って生じた建設資材廃棄物について、資材又は原材料として利用すること（建

設資材廃棄物をそのまま用いることを除く）ができる状態にする行為 

    ② 分別解体等に伴って生じた建設資材廃棄物であって燃焼の用に供することができるもの又は

その可能性のあるものについて、熱を得ることに利用することができる状態にする行為 

      ただし、木材が廃棄物となったもの（政令第４条）については、工事現場から一定の距離内

に再資源化施設がないなど再資源化が経済性の面で制約がある場合には、適切に償却すること

などにより「縮減」を行えば足りることとしている（第 16 条第１項ただし書）。 
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イ 発注者の責務 

発注者は、その注文する建設工事について、分別解体と及び建設資材廃棄物の再資源化等に要

する費用の適正な負担、建設資材廃棄物の再資源化により得られた建設資材の使用等により、分

別解体等及び建設資材廃棄物の再資源化等の促進に努めなければならない。（法第６条） 

 

ウ 分別解体等及び再資源化等の実施の流れ 

     本法では、次の手続きを踏むことにより、建設廃棄物のリサイクルが適正に推進される仕組み

となっている。（図－１）これらの手続きについて長野県が発注する建設工事では、「公共建設工

事における分別解体等・再資源化等及び再生資源活用工事実施要領（土木）」に基づき実施するも

のとしている。 

     

○ 建設リサイクル法に係る手続き 

① 元請業者から発注者への説明 （法第 12 条第１項） 

② 発注者から都道府県知事への工事の届出 （法第 10 条第１項） 

③ 元請業者から下請業者への告知 （法第 12 条第２項） 

④ 分別解体等及び再資源化等の実施  

⑤ 元請業者から発注者への報告 （法第 18 条第１項） 

 

 

建設部発注工事における分別解体等及び再資源化等の実施の流れ（図－１） 
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（対象建設工事の条件明
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又は市長 
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変更命令 

契約 
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命令 

廃棄物 

処理法に 

基づく報告 

元請業者 

対象建設工事の 

届出事項に関する書面 

下請業者 

契約 

【告知書】 

（通知書の写し） 

元請業者 

再資源化等の 

完了の確認 

書面による報告 

・分別解体等、再資源化等の

実施 

・技術管理者による施工の

管理 

・現場における標識の掲示 
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エ 分別解体等及び再資源化等の実施を確保するための措置 

本法においては、分別解体等及び再資源化等の適正な実施を確保するため、イの措置のほか、 

解体工事業者の登録制度の創設等の措置を講じている。 

(ｱ) 解体工事業者の登録制度 （法第 21 条、22 条、24 条） 

   軽微な解体工事のみを請け負うことを営業とし、建設業の許可が不要な小規模の解体工事業者

についても都道府県知事の登録に係らしめ、全ての解体工事業者に最低限必要となる資質・技術

力を確保していくこととしている。 

   登録において最低限必要な事項は「一定の資格等を有する技術管理者の選任」「本法に違反し

て罰金以上の刑に処せられ未だ執行を終えていないなどの欠格要件への非該当」などである。 

(ｲ) 対象建設工事の契約書面への解体工事費等の明記 （法第 13 条） 

   対象建設工事の契約書面においては、建設業法第 19 条に基づき記載することが義務付けられ

ているもののほか、分別解体等の方法、解体工事に要する費用等を記載しなければならないこと

としている。 

 

(2) リサイクル法 

資源の有効な利用の確保を図り廃棄物の発生の抑制及び環境の保全に資するため必要な措 

置を講ずることにより、国民経済の健全な発展に寄与することを目的としている。（法第１条） 

ア 特定再利用業種と指定副産物 

   本法第２条ではリサイクルに関する業種について以下のように定義している。 

 

  

 

 

 

 ※１ 建設業は、「資源の有効な利用の促進に関する法律施行令」第 2 条で、下表のとおり特定再

利用業種の一つとされている。 

再生資源又は再生部品の種類 業種 

五 土砂、コンクリートの塊又はアスファルト・コンクリートの塊 建設業 

 

     同じく法第２条では、特に再利用が必要な副産物について以下のように定義している。 

 

 

 

 

※２ 建設業に係る指定副産物について、施行令第 2 条では下表のとおりとしている。 

業種 指定副産物 

二 建設業 土砂、コンクリートの塊又はアスファルト・コンクリートの塊又は木材 

 

本法では、これら特定再利用業種と指定副産物に係る資源の有効な利用を行うために事業者の

判断の基準となるべき事項を主務大臣（建設業については国土交通大臣）が定めることとしてい

る。 

 

「特定再利用業種」再生資源又は再生部品を利用することが技術的及び経済的に可能であ

り、かつ、これらを利用することが当該再生資源又は再生部品の有効な

利用を図るうえで特に必要なものとして政令で定める再生資源又は再生

部品の種類ごとに政令で定める業種※1 

「指定副産物」エネルギーの供給又は建設工事に係る副産物であって、その全部又は一部を

再生資源として利用することを促進することが当該再生資源の有効な利用を

図るうえで特に必要なものとして政令で定める業種ごとに政令で定めるもの※

２ 
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イ 建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき 

事項を定める省令（最終改正 令和 5 年 5 月 26 日 平成 3 年建設省令第 19 号） 

   

(ｱ) 省令の趣旨 （省令第１条） 

本省令は、建設業に属する事業を行う者（「建設工事事業者」）の再生資源の利用を促進するた

め、資源の有効な利用の促進に関する法律第 15 条の規定に基づき、資源の有効な利用の促進に

関する法律施行令（平成３年政令第 327 号）別表第２の第１欄に掲げる土砂、コンクリートの塊

及びアスファルト・コンクリートの塊のうち建設工事に伴い副次的に得られたもの（「建設発生

土」、「コンクリート塊」及び「アスファルト・コンクリート塊」）について、建設工事事業者の

建設工事に係る事業場（「工事現場」）での利用に関する判断の基準となるべき事項を定めてい

る。 

  (ｲ) 建設発生土の利用 （省令第４条） 

建設工事事業者は、建設発生土を利用する場合において、別に定める表の区分に応じ、用途に

おいて利用するものとする。 （共 12-31「発生土（残土）処理について」参照） 

また、利用にあたって建設工事事業者は、適切な施工を行うこと、並びにあらかじめ建設発生

土の発生又は利用に係る必要な情報の収集又は提供に努めるものとしている。 

(ｳ) コンクリート塊の利用 （省令第５条） 

建設工事事業者は、コンクリート塊を利用する場合において、再生骨材等として、別に定める

表に掲げる区分に応じ、主に掲げる用途に利用するものとする。 

長野県建設部が施工する土木工事においては、再生砕石等の利用基準を定め、工事の利用用途

に要求される品質等を考慮した上で原則利用することとしている。 

（共 6-10「再生砕石等の利用基準」及び「再生加熱アスファルト混合物の利用基準」参照） 

(ｴ)  アスファルト・コンクリート塊の利用 （省令第６条） 

建設工事事業者は、アスファルト・コンクリート塊を利用する場合において、再生骨材等及び

再生加熱アスファルト混合物として、別に定める表に掲げる区分に応じ、主に掲げる用途に利用

するものとする。 

長野県建設部が施工する土木工事においては、再生砕石等及び再生加熱アスファルト混合物の

利用基準を定め、工事の利用用途に要求される品質等を考慮した上で原則利用することとしてい

る。 

（共 6-10「再生砕石等の利用基準」及び「再生加熱アスファルト混合物の利用基準」参照） 

(ｵ) 再生資源の発生した工事現場での利用 （省令第７条） 

建設工事事業者は、適切な施工方法の選択、資材置き場の確保及び施工機械（再生資源を建設

資材として利用するために必要な加工を行う装置を含む。）の選定に配慮し、再生資源が発生し

た当該工事現場での利用に努めるものとする。 

  (ｶ) 再生資源利用計画の作成等 （省令第８条） 

発注者から直接建設工事を請負った建設工事事業者は、あらかじめ再生資源利用計画を作成す

ることとされている。 

（共 12-25「再生資源利用〔促進〕（計画・実施）書」 参照） 
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ウ 建設業に属する事業を行う者の指定副産物に係る再生資源の利用の促進に関する 

  判断の基準と成るべき事項を定める省令 

（最終改正 令和 6 年 6 月 1 日 平成 3 年建設省令第 20 号） 

  

(ｱ) 省令の趣旨 （省令第１条） 

本省令は、「建設工事事業者」の指定副産物に係る再生資源の利用を促進するため、資源の有

効な利用の促進に関する法律第 34 条の規定に基づき、資源の有効な利用の促進に関する法律施

行令（平成３年政令第 327 号）別表第７の第２欄に掲げる土砂、コンクリートの塊、アスファル

ト・コンクリートの塊及び木材のうち建設工事に伴い副次的に得られたもの（「建設発生土」、

「コンクリート塊」、「アスファルト・コンクリート塊」及び「建設発生木材」）について、建設

工事事業者の利用の促進に関する判断の基準となるべき事項を定めている。 

  (ｲ) 建設発生土の利用の促進 （省令第４条、第５条） 

建設工事事業者は、建設発生土を工事現場から搬出する場合において、以下の情報の収集又は

提供を行うことにより、他の建設工事での利用を促進するものとする。 

〔収集〕当該工事現場の周辺の建設工事で必要とされる建設発生土の量、性質、時期等 

〔提供〕当該工事現場から搬出する建設発生土の量、性質、時期等に関する情報 

建設工事事業者は、建設発生土の利用時期の調整を行うため、必要に応じて、建設発生土を保

管する場所の確保に努めるものとする。 

(ｳ) コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊及び建設発生木材の利用の促進 

      （省令第６条） 

建設工事事業者は、コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊及び建設発生木材を工事

現場から搬出する場合において、あらかじめ再資源化施設に関する受入れの条件を勘案し、指定

副産物相互及び指定副産物と建設工事に伴い得られたその他の副産物との分別並びに指定副産物

の破砕又は切断を行った上で、再資源化施設に搬出するものとする。 

  (ｴ) 再生資源利用促進計画の作成等 （省令第７条） 

発注者から直接建設工事を請負った建設工事事業者は、あらかじめ再生資源利用促進計画を作

成することとされている。 

（共 12-25「再生資源利用〔促進〕（計画・実施）書」 参照） 

 

(3) 廃棄物処理法 

廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分別、保管、収集、再生、処分等の処理をし、並

びに生活環境を清潔にすることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的と

している。（法第１条） 

ア 廃棄物の処理責任 

(ｱ) 事業者※の責務  （※建設工事の場合元請業者、排出事業者のこと） 

・事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任において適正に処理しなければな

らない。（第１章総則 法第３条１項） 

・事業者は、その産業廃棄物を自ら処理しなければならない。（第３章 法第 11 条１項） 

(ｲ) 事業者の処理 

・事業者は、自らその産業廃棄物の運搬又は処分を行う場合には、政令で定める産業廃棄物の収

集、運搬及び処分に関する基準（「産業廃棄物処理基準」）に従わなければならない。 

 （同章 法第 12 条１項） 

・事業者は、その産業廃棄物の運搬又は処分を他人に委託する場合には、その運搬については第

14 条第 12 項に規定する産業廃棄物収集運搬業者その他環境省令で定める者に、その処分につ

いては同項に規定する産業廃棄物処分業者その他環境省令で定める者にそれぞれ委託しなけれ

ばならない。 また、委託を行う場合は政令で定める基準に従わなければならない。（法第 12

条５項、６項） 

・事業者は、その産業廃棄物の運搬又は処分を委託する場合には、当該産業廃棄物の処理の状況

に関する確認を行い、当該産業廃棄物について発生から最終処分が終了するまでの一覧の行程
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における処理が適正に行われるために必要な措置を講ずるように努めなければならない。（法

第 12 条７項） 

・その事業活動に伴い多量の産業廃棄物を生ずる事業場を設置している事業者として政令で定め

るもの（「多量排出事業者」）は、環境省令で定める基準に従い、当該事業場に係る産業廃棄物

の減量その他その処理に関する計画を作成し、都道府県知事に提出しなければならない。 

 また、実施状況についても報告しなければならない。（法第 12 条９項、10 項） 

イ 産業廃棄物管理票 （マニュフェスト） 

・その事業活動に伴い産業廃棄物を生ずる事業者は、その産業廃棄物の運搬又は処分を他人に委

託する場合には、環境省令で定めるところにより、当該委託に係る産業廃棄物の引渡しと同時

に当該産業廃棄物の運搬を受託した者に対し、当該委託に係る産業廃棄物の種類及び数量、運

搬又は処分を受託した者の氏名又は名称その他環境省令で定める事項を記載した産業廃棄物管

理票（「管理票」）を交付しなければならない。（法第 12 条の３の１項） 

・管理票を交付した者は、当該管理票の写しを当該交付をした日から環境省令で定める期間保存

しなければならない。 （法第 12 条の３の２項） 

ウ 産業廃棄物処理業 

・産業廃棄物の収集又は運搬を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域を管轄す

る都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、事業者（自らその産業廃棄物を運搬す

る場合に限る。）、専ら再生利用の目的となる産業廃棄物のみの収集又は運搬を業として行う者そ

の他環境省令で定める者については、この限りでない。  

（第４節産業廃棄物処理業 法第 14 条） 
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建設工事に係る廃棄物・リサイクル関連法令一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

環境基本法 [環境省] 
（環境の保全について基本理念を規定） 

H5.11.16 法律第 91 号 

R3.9.1 最終改正 

循環型社会形成推進基本法 [環境省] 
（循環型社会の形成に関する基本原則を規定） 

H12.6.2 法律第 110 号 

H24.6.27 最終改正 

建設工事に関係する法令等 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 

（建設リサイクル法） [国土交通省、厚生労働省] 

H12.5.31 法律第 104 号 

R4.6.17 最終改正 

・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施行令 

  特定建設資材の定め、建設工事の規模に関する基準等 

・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施行規則 

  分別解体等に係る施工方法に関する基準等 

・解体工事業に係る登録等に関する省令 

  登録申請書の様式、添付書類、技術管理者の基準等 

・特定建設資材に係る分別解体等に関する省令 

  対象建設工事の請負契約に係る書面の記載事項、届出書様式等 

・長野県建設リサイクル推進指針 

  長野県における特定建設資材に係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物の 

再資源化等の実施に関して、必要な事項を定めたもの 

資源の有効な利用の促進に関する法律 

（リサイクル法） [経済産業省] 

H3.4.26 法律第 48 号 

R5.4.1 最終改正 

・資源の有効な利用の促進に関する法律施行令 

  特定再利用業種、指定副産物の定め等 

・建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき 

事項を定める省令 

 再生資源の利用の原則、再生資源利用計画の作成等 

・建設業に属する事業を行う者の指定副産物に係る再生資源の利用の促進に関する判

断の基準となるべき事項を定める省令 

 指定副産物に係る再生資源の利用の促進の原則、再生資源利用促進計画の作成等 

 

国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律 

（グリーン購入法） [環境省] 
（国等による環境物品等の調達の推進等について規定） 

H12.5.31 法律第 100 号 

R3.9.1 最終改正 
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廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

（廃掃法、廃棄物処理法） [環境省] 

S45.12.25 法律第 137 号 

R4.6.17 最終改正 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令 

  産業廃棄物の定め、産業廃棄物の収集、運搬、処分等の基準、委託の基準等 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則 

  産業廃棄物保管基準、産業廃棄物の運搬・処分を委託できる者等 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律等の施行について（通知） 

 （平成 23 年 2 月 4 日） 

  建設工事に伴い生ずる廃棄物の処理責任を明確化するための措置等 

・建設工事等から生ずる廃棄物の適正処理について（通知）（平成 23 年 3 月 30 日） 

  「建設廃棄物処理指針」の周知徹底 

・建設工事に伴い生ずる廃棄物の処理責任の元請業者への一元化について（事務連絡） 

 （平成 22 年 5 月 20 日） 

・建設汚泥の再生利用指定制度の運用における考え方について（技術的助言） 

（平成 18 年 7 月 4 日） 

・石綿含有廃棄物等処理マニュアル （平成 23 年 3 月） 

大気汚染防止法 [環境省] 

（建築物等の解体等に伴う粉じん等の排出規制等） 

S43.6.10 法律第 97 号 

R4.6.17 最終改正 

・大気汚染防止法施行令 

  特定粉じん、特定建築材料の定め 

・大気汚染防止法施行規則 

  特定粉じん排出等作業の実施の届出、作業基準等 

・石綿障害予防規則 

  石綿等を取り扱う業務等に係る措置 

土壌汚染対策法 [環境省] 

（土壌汚染の把握、人の健康に係る被害の防止等） 

H14.5.29 法律第 53 号 

R4.6.17 最終改正 

・土壌汚染対策法施行令 

  特定有害物質の定め 

・土壌汚染対策法施行規則 

  土地の形質の変更の届出対象となる土地の規模、搬出しようとする土壌の調査等 

・建設工事における自然由来重金属等含有岩石・土壌への対応マニュアル【暫定版】 

 の送付について（国土交通省事務連絡）（平成 22 年 3 月 26 日） 
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３ 建設副産物対策の実務 

3-1 リサイクル原則化ルール 

 

公共建設工事における「リサイクル原則化ルール」の策定について（通知） 

 

平成 18 年（2006 年）6月 14 日付け 18 県活第 164 号   

土木部発注機関の長、部内各チームリーダーあて   

土木部長   

 

 

このことについて、国土交通省大臣官房技術調査課長他から別添（写し）のとおり通知がありました。 

これは、従来の「公共建設工事における再生資源活用の当面の運用について」（平成 14 年５月 30 日、国

官技第 42 号他）に建設汚泥の項目を追加したものです。 

再生資源の利用及び再生資源化施設の活用については、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」

（建設リサイクル法）及び「公共建設工事における分別解体等再資源化等及び再生資源活用工事実施要領

（土木）について」（平成 14 年 6 月 25 日、14 監技第 133 号）添付資料（「公共建設工事における再生資源

活用の当面の運用について」）に基づき実施することとしてきましたが、今後は、「公共建設工事における

再生資源活用の当面の運用について」に代え、この通知を参考にして実施してください。 

 

 

公共建設工事における「リサイクル原則化ルール」の策定について 

 

平成 18 年 6 月 12 日付け   

国官技第 47 号、国官総第 130 号、国営計第 37 号、国総事第 20 号   

  長野県土木部長あて参考送付   

               大臣官房技術調査課長、大臣官房公共事業調査室長、  

大臣官房官庁営繕部計画課長、総合政策局事業総括調整官   

通知文略   

 

リサイクル原則化ルール 

 

国土交通省の発注する建設工事において、以下の運用を行うこととする。この場合、経済性にはかかわ

らず実施するものとする。 

なお、以下の要件に該当しない建設工事においても可能な範囲で積極的に再生資源の利用および再資源

化施設の活用を図ることとする。また、再資源化施設の活用に際しては、所要の品質が安定的に確保され

る施設を活用することとする。 

 

(１) 建設副産物の工事現場からの搬出 

１）コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊の工事現場からの搬出 

建設工事に伴い発生したコンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊を廃棄物として工事現

場から搬出する場合は、再資源化施設へ搬出する。 

２）建設発生木材（伐木・除根材を含む）の工事現場からの搬出 

建設工事に伴い発生した木材を廃棄物として工事現場から搬出する場合は、原則として再資源化

施設へ搬出する。 

ただし、工事現場から 50km の範囲内に再資源化施設が無い場合、または以下の①および②の条件

を共に満たす場合には、再資源化に代えて縮減（焼却）を行った上で最終処分することができる。 

① 工事現場から再資源化施設までその運搬に用いる車両が通行する道路が整備されていない場合 
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② 縮減をするために行う運搬に要する費用の額が再資源化施設までの運搬に要する費用の額より

低い場合 

３）建設汚泥の工事現場からの搬出 

建設工事に伴い発生した建設汚泥を工事現場から搬出する場合は、原則として以下の①～③のい

ずれかの方法をとる。 

① 建設汚泥処理土として再生利用させるため、他の建設工事現場に搬出する（搬出元の工事現場

または搬出先の工事現場にて所要の品質を満たす建設汚泥処理土への改良が可能な場合に限る） 

② 他の建設工事にて建設汚泥処理土として再生利用させるため、再資源化施設に搬出する 

③ 製品化させる（建設汚泥処理土以外の形で再生利用させる）ため、再資源化施設に搬出する 

 

ただし、①、③において工事現場から 50km の範囲内に他の建設工事現場や再資源化施設が無い場

合、②において再資源化施設を経由した他の建設工事現場までの運搬距離の合計が 50km を越える場

合、他の建設工事との受入時期および土質等の調整が困難である場合には、縮減（脱水等）を行っ

た上で最終処分することができる。なお、①、②においては、各地方建設副産物対策連絡協議会等

で調整済みの場合は、その調整結果を優先することとする。 

４）建設発生土の工事現場からの搬出 

工事現場から建設発生土が発生する場合は、原則として、50km の範囲内の他の建設工事現場へ搬

出する。なお、各地方建設副産物対策連絡協議会等で調整済みの場合は、その調整結果を優先する

こととする。また、他の建設工事との受入時期および土質等の調整が困難である場合は、別の処分

場に搬出することを妨げない。 

 

(２)再生資源の利用 

１）再生骨材等の利用 

工事現場から 40km の範囲内に再生骨材等を製造する再資源化施設がある場合、工事目的物に要求

される品質等を考慮したうえで、原則として、再生骨材等を利用する。 

２）再生加熱アスファルト混合物の利用 

工事現場から 40km および運搬時間 1.5 時間の範囲内に再生加熱アスファルト混合物を製造する

再資源化施設がある場合、工事目的物に要求される品質等を考慮したうえで、原則として、再生加

熱アスファルト混合物を利用する。 

３）建設発生土および建設汚泥処理土の利用 

工事現場から 50km の範囲内に建設発生土または建設汚泥（建設汚泥が発生する工事現場または当

該工事現場において所要の品質を満たす建設汚泥処理土への改良が可能な場合）を搬出する他の建

設工事もしくは建設汚泥処理土を製造する再資源化施設がある場合、受入時期、土質等を考慮した

うえで、原則として、建設発生土もしくは建設汚泥処理土を利用する。なお、各地方建設副産物対

策連絡協議会等で調整済みの場合はその調整結果を優先することとする。 
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3-2 公共建設工事における分別解体等・再資源化等及び再生資源活用工事実施要領 

（土木） 

長 野 県  
当初制定 平成 14 年 6 月 25 日  

改正 平成 21 年 3 月 19 日  
 改正 平成 24 年 12 月６日  

          改正 令和元年 11 月 20 日  
最終改正 令和４年 12 月 23 日  

  
 

長野県が発注する「公共建設工事の分別解体等・再資源化等及び再生資源活用の対象とな

る建設工事」は、下記の要領に基づき実施するものとする。 

 

（１）建設リサイクル法の対象工事 

１．土木工事においては、請負代金額が５００万円以上で、特定建設資材を用いた土木工

作物等に係る解体工事、または、その施工に特定建設資材を使用する新築工事等の

場合に、分別解体等及び再資源化等の実施が義務付けとなる。 

２．特定建設資材とは、次に掲げる建設資材をいう。 

①コンクリート 

②コンクリート及び鉄から成る建設資材 

③木材 

④アスファルト・コンクリート 

 

（２）分別解体等及び再資源化等の実施要領 

１．設計図書等における条件明示の方法 

イ、入札時、変更契約時には別紙１「施工条件明示事項」に記載し、条件明示するもの

とする。 

ロ、「施工条件明示事項」は、建設リサイクル法の適用に係わらず、全工事に適用する。 

ハ、工事発注後に明らかになった事情により、予定した条件により難い場合は、発注者

と受注者が協議するものとする。 

２．積算上の取扱い 

イ、再生資材の単価は、県設定単価を計上する。ただし、設定単価のない地区は見積単

価により決定するものとする。 

ロ、再資源化施設の受入れ費用（処理費）は、県設定単価を計上する。 

ただし、処理施設設定単価のない施設は、見積単価により決定するものとする。 

ハ、分別解体等に要する費用及び建設資材廃棄物、建設発生土等を他の建設工事現場

及び再資源化施設等へ搬出、あるいは建設工事現場への搬入に必要となる費用（積

込み及び運搬費用）を積算基準書に基づき計上する。 

３．事前説明 

発注者は、建設リサイクル法 第 12 条第 1 項の規定による対象建設工事の届出に係

る事項について、受注しようとする者から契約前に事前説明を受けることとする。 
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説明書様式は、「参考様式２（法第 12 条第 1 項の規定による説明用）説明書 参照」 

４．建設工事請負契約 

契約にあたっては、分別解体等及び再資源化等について認識を共有するため、建設

業法で定める以外の下記の項目について書面に記載しなければならない。 

・ 分別解体等の方法 

・ 解体工事に要する費用 

・ 再資源化等をするための施設の名称及び所在地（特定建設資材廃棄物のみ） 

・ 再資源化等に要する費用（特定建設資材廃棄物のみ） 

５．都道府県知事への事前届出（通知書） 

イ、発注者は、特定建設資材を用いた解体工事等、または、新築工事等で請負代金額 

５００万円以上の工事においては、工事（本体工事（新築・解体等）及び仮設工事、

またはそれらの一部をいう。）着手前に、事前届出（通知書）を提出しなければなら

ない。 

ロ、提出先は、都道府県知事（窓口：建設事務所建築課又は整備・建築課）とする。 

ただし、工事実施個所が、長野市・松本市・上田市の場合は各市長（市役所）に通

知書を提出する。 

通知書様式は「別紙２ 通知書 参照」 

ハ、発注者は、提出した通知書の写しを受注者に送付する。 

ニ、受注者は、下請がある場合は下請業者に対し都道府県知事等への写しを添付し告

知する。 

告知書様式は、「別紙３ 告知書 参照」 

６．施工計画書における取り扱い 

イ、発注者は、「建設リサイクル法対象工事」の工事受注者には、施工計画書提出時に

下請がある場合は、告知書の写しを添付させるものとする。 

 

 

ロ、再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画については、施工計画書に含めて提

出させること。また、その実績について提出させること。提出が必要な工事は、別表

に定めるとおりとする。 

 

 

７．完了時 

イ、発注者は、「建設リサイクル法対象工事」の工事受注者に、特定建設資材廃棄物の

再資源化等が完了したときは、書面にて必要事項を報告させるとともに報告書を発

注者にて保管する。 

再資源化等報告様式は、「別紙５ 再資源化等報告様式 参照」 

８．再生資材の管理 

イ、再生資材を使用する場合は、適正な品質確保について十分注意を払うよう指導す

る。 

適正な品質が確保されないような場合は、新材、購入土の使用を検討し、設計変更

により対応することとする。 

 

→告知書の提出は不要とし、監督員が現場備え付けを確認する（工事書類簡素化ガイドライン参照） 

→計画は、発注者に提出・説明した上で、現場の見やすい場所に掲示すること 

→計画には、確認結果票を添付すること（資源有効利用促進法省令改正に伴う変更） 
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９．実施要領の適用 

この実施要領は、令和元年 11 月 20 日令和５年１月１日以降に入札公告する工事か 

ら適用するものとする。 

 

別表 
再生資源利用計画書（実施書） 再生資源利用促進計画書（実施書） 

 次のいずれか 1 つでも満たす建設資材を搬入す

る工事 

１ 土砂・・・・・・・・ 500m3以上 

２ 砕石・・・・・・・・ 500t 以上 

３ 加熱ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物・・ 200t 以上 

 

 次のいずれか 1 つでも満たす指定副産物を搬出

する工事 

１ 土砂・・・・・・・・・ 500m3以上 

２ ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 

  ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊   合計 200t 以上 

  建設発生木材 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【よくある質問】 

「再生資源利用（促進）計画（実施）書」と「再資源化等報告書」の違いがわかりません。 

⇒前者は建設リサイクル法に、後者は資源有効利用促進法に基づく様式で、根拠法令が異なります。 

 それぞれの法令に基づき、必要な様式を作成いただく必要があります。 

法令 対象工事 作成様式  

（）内は工事書類簡素化ガイドラインの No 

建設リサイクル法 （土木工事） 

請負代金額が５００万円以上

で、特定建設資材を用いた土木工

作物等に係る解体工事、または、

その施工に特定建設資材を使用

する新築工事等 

通知書（No.18）、告知書（No.21）、

説明書（No.7）、届出書、再資源

化等報告書（No.71） 

資源有効利用促進法 ①建設資材を搬入する工事で、次

のいずれかを満たす場合。 

（土砂 500m3 以上／砕石 500t 以上／

加熱ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物 200t 以上） 

 

②指定副産物を搬出する工事で、

次のいずれかを満たす場合。 

（土砂 500m3 以上／ｺﾝｸﾘｰﾄ塊、 

ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊、建設発生木材   

の合計 200t 以上） 

①再生資源利用計画（実施）書

（No.22・69） 

②再生資源利用促進計画（実施）

書（No.23・70） 

～参考～ 

 現場分別にあたっては、「現場分別マニュアル（関東地方建設副産物再利用方策等連絡

協議会）」を参考とし、建設混合廃棄物発生量の削減、建設廃棄物の再資源化の促進に努

めてください。 

 

（関東地方整備局 HP） 

 https://www.ktr.mlit.go.jp/gijyutu/gijyutu00000094.html 
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（別紙２） 

通 知 書 
 

令和 元 年 ○月 ○日 

     長野市長 様 

 

（工事発注者）発注者職氏名：  長野建設事務所長 □□□ 

 

住    所：  長野県長野市南畏野南県町 686-1  

 

 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第 11 条の規定により、下記のとおり通知します。 

記 

連

絡

先 

所 属 名 長野建設事務所 整備課 整備係 

担当者職・氏

名 
主査 △△ △△ 

電 話 番 号  ○○○－○○○○ 

工 
 

事 

の 

内 
 

容 

工事の名称 令和元年度  県単河川改修工事 

工事の場所 （一）犀川 長野市 □□ 

工事の概要 工事の種類 

 □建築物に係る解体工事 □建築物に係る新築又は増築の工事 

 □建築物に係る新築工事等であって新築又は増築の工事に該当しないもの 

 ■建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（  排水機場工  ）注１ 

工事の規模 

 建築物に係る解体工事       用途    、階数   、工事対象床面積   ㎡ 

建築物に係る新築又は増築の工事  用途    、階数   、工事対象床面積   ㎡ 

建築物に係る新築工事等であって新築又は増築の工事に該当しないもの 

用途   、階数   、請負代金   万円（税込） 

建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等   請負代金 15703 万円（税込） 

工 期 
令和 元年 10 月 22 日～令和 2 年 8 月 17 日 

（着手予定日：令和  元 年  11 月  10 日） 

受 

注 

者 

会 社 名 株式会社○○ 
主任技術者、監理技術
者又は技術管理者 

所 在 地 長野市大字△△  
氏名： □□ □□ 
番号： 12345678 

業 者 登 録  建設業 
番号：特-30 第▉▉▉号 
年月日：H31 年 

1 月 30 日 
解体工事業 

番 号： 
年月日： 

電 話 番 号   ○○○－○○○－○○○○（内線） FAX ○○○－○○○－○○○○ 

※ 受付番号              

注１）建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等の場合は工事の具体的な種類を記入する。 

（例：舗装、築堤、土地改良等） 

記載例 
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別紙３ 

告  知  書 

 

令和  元 年  ○月  ○日 

 

（下請負人） 

    株式会社 △△  様 

 

 

              氏名（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名） 株式会社○○代表取締役 □□ □□         

                （郵便番号  381 － 0011   ）電話番号  ○○○－○○○－○○○○      

                 住所    長野市大字△△                       

 

 

  建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第 12 条第 2 項の規定により、対象建設工事の届出に

係る事項について告知します。 

 

 

記 

 

 

１．添付資料 

 

  ①通知書（必要事項を記載したもの） 

   

  ②別表（別表 1～3のいずれかに必要事項を記載したもの） 

      □別表 1（建築物に係る解体工事） 

   □別表 2（建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）） 

   ■別表 3（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）） 

 

    ③その他の添付資料（添付する場合） 

      ■設計図又は写真 

   ■工程表 

 

 

 

 

〔注〕本様式は下請負人に対して告知することにあたり、書面で行う場合の標準 

   様式を参考として示すものである。 

交通誘導警備員及び産業廃棄物

処理業者については、不要 

記載例 
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（参考様式２） （法第 12 条第１項の規定による説明用） 

説  明  書 

 

令和 元 年 ○月 ○日 

 

（発注者） 

    長野県長野建設事務所  様 

 

 

 

                 氏名（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名)  株式会社○○ 代表取締役□□    

                 （郵便番号  381 － 0011  ）電話番号 026－○○○－○○○○   

                 住所         長野市大字△△                                                    

 

 

  建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第12条第1項の規定により、対象建設工事の届出

に係る事項について下記のとおり説明します。 

 

 

記 

 

１．説明内容   添付資料のとおり 

 

２．添付資料 

 

  ①届出書（様式第一号に必要な事項を記載したもの） 

   

  ②別表（別表1～3のいずれかに必要な事項を記載したもの） 

       □別表1（建築物に係る解体工事） 

    □別表2（建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）） 

   ■別表3（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）） 

 

    ③その他の別添資料（添付する場合） 

      □案内図 

      ■工程表 

 

 

 

 

 

（届出書） 必要な事項 
1 工事の概要 
①工事の名称 
②工事の場所 
③工事の種類及び規模 
④請負・自主施工の別 

（別表-3）必要な事項 
・工作物の構造 （解体工事のみ） 
・工事の種類 
・使用する特定建設資材の種類 

（新築・維持・修繕工事のみ） 

・工程ごとの作業内容及び解体方法 
・工事の工程の順序 （解体工事のみ） 
・工作物に用いられた建設資材の量 

（解体工事のみ） 

・廃棄物発生見込み量 

記載例 
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（説明書利用様式 2.①関係） 

（様式第一号）

長野県 知事 平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　 市区町村長　殿

　　　　　　　　　　　　　ﾌﾘｶﾞﾅ

　 発注者又は自主施工者の氏名（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名）　　　　　　　　　　　　　印

　　（郵便番号　　　－　　　）電話番号　　　－　　　－

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･

　　（郵便番号　　　－　　　）電話番号　　　－　　　－

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･

　　　

　　□建築物に係る解体工事　　　　　　　用途　　　　　、階数　　　　　、工事対象床面積の合計　　　　m2

　　□建築物に係る新築又は増築の工事　　用途　　　　　、階数　　　　　、工事対象床面積の合計　　　　m2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　用途　　　　　、階数　　　　　、請負代金　　　　　　万円

　④請負・自主施工の別：■請負　□自主施工

　　ﾌﾘｶﾞﾅ

　　（郵便番号381－0011）電話番号　○○○－○○○－○○○○

　③許可番号（登録番号）

　　■建設業の場合

　　　建設業許可　　長野県　　　□大臣■知事（特－23）　▉▉▉号　（　土木工事業）

　　□解体工事業の場合

　　（請負契約によらないで自ら施工する場合は記載不要）

　　平成　　年　　月　　日

　　  建築物に係る解体工事については別表１

　  　建築物に係る新築工事等については別表２

　  　建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等については別表３

　  により記載すること。

５．工程の概要

（工事着手予定日）　平成　　年　　月　　日

（工事完了予定日）　平成　　年　　月　　日

（できるだけ図面、表等を利用することとし、記載することができないときは、「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付すること。）

（注意）

１　□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

２　記名押印に代えて、署名することができる。

３　届出書には、対象建設工事に係る建築物等の設計図又は現状を示す明瞭な写真を添付すること。

　　□建築物に係る新築工事等であって新築又は増築の工事に該当しないもの　

　　　解体工事業登録　　　　　　　知事　　　　　　　　号

　　　主任技術者（監理技術者）氏名　□□　□□　　･

　①氏名（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名）　株式会社○○代表取締役　□□　□□          。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３．対象建設工事の元請業者から法第12条第１項の規定による説明を受けた年月日

４．分別解体等の計画等

※受付番号　　　　　　　　　　　･

　②住所　長野市大字△△　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･

　　　技術管理者氏名　　　　　　　　　　　　･

届　出　書

　建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第10条第1項の規定により、下記のとおり届け出ます。

２．元請業者（請負契約によらないで自ら施工する場合は記載不要）

　　■建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等　　請負代金　  　15,703万円

１．工事の概要

（転居予定先）

記

　①工事の名称　平成27年度県単河川改修工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･

　②工事の場所　（一）犀川　長野市　□□　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･

　③工事の種類及び規模　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

記載例 

令和 年 月 日 

令和 年 月 日 

令和 年 月 日 
令和 年 月 日 
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別表３ （Ａ４）

仮設工事　□有　■無
□　手作業・機械作業の併用

土工事　■有　□無
□　手作業・機械作業の併用

基礎工事　□有　■無
□　手作業・機械作業の併用

本体構造の工事　□有　■無
□　手作業・機械作業の併用

本体付属品の工事　■有　□無
□　手作業・機械作業の併用

その他の工事　□有　■無
□　手作業・機械作業の併用

□上の工程における⑤→④→③の順序
□その他（    　　        　　　　　　　　　　　　　　　）
その他の場合の理由（　　　          　　　　　　　　　　）

（注）　①仮設　②土工　③基礎　④本体構造　⑤本体付属品　⑥その他

□⑤　□⑥
□①　■②　□③　□④

備考

特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の見

込み（全工事）並びに特定建設資材が使用

される工作物の部分（新築・維持・修繕工

事のみ）及び特定建設資材廃棄物の発生

が見込まれる工作物の部分（維持・修繕・

解体工事のみ） ■ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
16.3トン

⑥その他　　　　　　　　　　　（
）

□　手作業

工事の工程の順序
（解体工事のみ）

工作物に用いられた建設資材の量

の見込み（解体工事のみ） 　　　　　　　　　トン

□　手作業③基礎

使用する部分又は発生が見込
まれる部分（注）
□①　□②　□③　□④

工
程
ごと
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

工作物の構造

（解体工事のみ）
□鉄筋コンクリート造　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

工事の種類

使用する特定建設資材の種類

(新築･維持･修繕工事のみ）

廃
棄
物
発
生
見
込
量

■コンクリート　■コンクリート及び鉄から成る建設資材

　　　　　　　　□病院　□その他（　　　　　　　　　　　　）

量の見込み

■その他（排水機場　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□　手作業

敷地境界との最短距離　約　　　　　ｍ

②土工

その他（　　　　　　　　　）

⑤本体付属品

その他

特定建設資材への付着物

（解体・維持・修繕工事の

み）

建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）

分別解体等の計画等

■アスファルト・コンクリート　□木材

作業場所　□十分　□不十分

工作物に関
する調査の

結果

■新築工事　□維持・修繕工事　□解体工事
□電気　□水道　□ガス　□下水道　□鉄道　□電話

築年数　　　　年

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

工作物の状況

周辺にある施設　□住宅　□商業施設　□学校周辺状況

その他（　　　　　　　　　）

搬出経路

□①　□②　□③　□④

□　手作業

■⑤　□⑥

④本体構造

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□　手作業

分別解体等の方法
（解体工事のみ）

□　手作業

■コンクリート塊

トン □⑤　□⑥

工程 作業内容

①仮設

障害物　□有（　　　）　□無

種類

115.6トン

□建設発生木材

工事着手前に実施する措置の内容工作物に関する調査の結果

工作物に関
する調査の
結果及び工
事着手前に
実施する措
置の内容

作業場所

前面道路の幅員　約　　　　ｍ

□有
（　　　　　　　　　　　　）
□無

通学路　□有　□無

（説明書利用様式 2.②関係） 

記載例 
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別紙５ 

再資源化等報告書 

令和   年 ○月 ○日 

 

（発注者） 

   長野県長野建設事務所  様 

 

 

氏名（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名）株式会社○○ 代表取締役□□  

（郵便番号  381 － 0011  ）電話番号 ○○○－○○○－○○○○  

住所      長野市大字△△                     

 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１８条第１項の規定により、下記のと

おり、特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したことを報告します。 

 

記 

 

１． 工事の名称  令和元年度 県単河川改修工事                            

２． 工事の場所      （一）犀川 長野市 □□                        

３． 再資源化等が完了した年月日    令和   年  ○月  ○日 

４． 再資源化等をした施設の名称及び所在地 

（書ききれない場合は別紙に記載） 

特定建設資材廃棄物 

の種類 

施設の名称 所在地 

コンクリート殻 ㈱○○長野工場 

破砕処分場 

○○市△△ 

アスファルト殻 ㈱○○長野工場 

破砕処分場 

○○市△△ 

建設木材   

   

５． 特定建設資材廃棄物の再資源化等に要した費用       90   万円（税込み） 

 

（参考資料を添付する場合の添付資料）※資源の有効な利用促進法に定められた一定規模以上の

工事の場合など 

 

□再生資源利用実施書（必要事項を記載したもの） 

□再生資源利用促進実施書（必要事項を記載したもの）  

 

記載例 

COBRIS コブリス・プラスで作成している場

合は、実施書の添付は不要（工事書類簡素

化ガイドライン参照） 
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（参考資料）

平成21年４月１日（ 平成27年度版令和7年度更新版）

項目
建設リサイクル法にて

義務付けられている事項
建設リサイクル法にて義務付けられてい
ないが、実施する事項

【適用：施行令第２条１項の四】 【請負金額500万円以上の工事】 【請負金額500万円未満の工事】

1 入札時の条件明示 □ 契約書面に解体工事に要する □ 建設発生土、特定建設資材、 ◎ 工事担当者

費用等を記載できるように条件明示する。 産業廃棄物がある場合、条件明示する。

2 事前説明 □ 法第12条1項に規定する事項について ☆ 工事事務係

〔法第12条１項〕 受注しようとする者から契約前に

〔要領(2)3.〕 説明を受ける。　

3 建設工事請負契約書 契約書に下記の事項を記載する。 ☆ 工事事務係

〔法第13条１項〕 □ 分別解体の方法

〔要領(2)4.〕 □ 解体工事に要する費用

□ 再資源化等をする施設の名称及び所在地

□ 再資源化等に要する費用

4 都道府県知事への □ 発注者は、都道府県知事等へ通知書を ◎ 工事担当者

事前届出（通知書） 提出する。

〔法第11条、12条2項〕 □ 受注者は、下請がある場合は、

〔要領(2)5.〕 下請業者に対し通知書の写しを添付し

告知する。

5 施工計画書における □ 受注者は、下請がある場合施工計画書 ◎ 工事担当者

取り扱い に告知書を添付する。

⇒工事書類簡素化ガイドラインにより添付不要とする。

〔要領(2)6.〕 □ 受注者は、再生資源利用〔促進〕計画を □ 受注者は、再生資源利用〔促進〕計画を

施工計画書に含め提出する。 施工計画書に含め提出する。

（確認結果票も添付） （確認結果票も添付）

6 変更契約書 □ 請負契約の内容で３の各項に記載の ☆ 工事事務係

〔法第13条２項〕 事項を変更するときは、変更の内容を

記載する。

7 完了時 □ 受注者は、特定建設資材廃棄物の ◎ 工事担当者

〔法第18条〕 再資源化が完了したときは、

〔要領(2)7.〕 発注者に再資源化報告書にて

報告する。

□ 受注者は報告書に再生資源利用〔促進〕 □ 受注者は再生資源利用〔促進〕実施書を

実施書を添付するとともに保管する。 提出するとともに保管する。

注）〔要領〕とは、　「公共建設工事における分別解体等・再資源化等及び再生資源活用工事実施要領（土木）」（共12-14参照）

「建設工事に係る資源の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）」　　チェックリスト

番
号

備考

⇒工事書類簡素化ガイドラインにより、コブリス・プラスで作成していれば、添付（提出）不要とする。　

説明書 

通知書 告知書 

再資源化等報告書 

告知書…交通誘導警備員及び産業廃棄物処理業者は不要 
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3-3 再生資源利用〔促進〕（計画・実施）書 

 

  資源の有効な利用の促進に関する法律（資源有効利用促進法）に係る省令の規定により、「発注者か

ら直接建設工事を請負った建設工事事業者は、あらかじめ再生資源利用計画並びに再生資源利用促進

計画を作成する」とされています。また、建設工事事業者は、これらの計画について、「建設工事の完

成後速やかに、計画の実施状況を記録するもの」とされています。 

  これらの計画及び記録を総称して、便宜上「再生資源利用〔促進〕（計画・実施）書」と表記してい

ますが、「利用」と「利用促進」の意味の違い、「計画」と「実施」それぞれの取扱い区分を理解し、

作成、提出、保管等の取扱いを適切に行う必要があります。 

  作成が必要な工事は、「公共建設工事における分別解体等・再資源化等及び再生資源活用工事実施

要領」別表に定めるとおりです。 

 

(1) 根拠省令  （受注者、発注者共通） 

  ① 建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項 

を定める省令     （最終改正 令和 5 年 5 月 26 日 平成 3 年建設省令第 19 号 ） 

第８条（再生資源利用計画の作成等） 

 発注者から直接建設工事を請負った建設工事事業者は、次の各号の一に該当す 

る建設資材※を搬入する建設工事を施工する場合において、あらかじめ再生資源 

利用計画を作成するものとする。 

  ※次の各号の一に該当する建設資材＝土砂、砕石、加熱アスファルト混合物 

     （数値記載省略）    

２ 再生資源利用計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

 一 前項各号に掲げる建設資材ごとの利用量 

 二 前号の利用量のうち再生資源の種類ごとの利用量 

 三 前二号に掲げるもののほか再生資源の利用に関する事項 

３ 建設工事事業者は、建設工事の完成後速やかに、再生資源利用計画の実施状 

況を記録するものとする。 

  ② 建設業に属する事業を行う者の指定副産物に係る再生資源の利用の促進に関する判 

断の基準と成るべき事項を定める省令  

（最終改正 令和 6 年 6 月 1 日 平成 3 年建設省令第 20 号） 

第７条（再生資源利用促進計画の作成等） 

発注者から直接建設工事を請負った建設工事事業者は、次の各号の一に該当す 

る指定副産物※を工事現場から搬出する建設工事を施工する場合において、あら 

かじめ再生資源利用促進計画を作成するものとする。 

※次の各号の一に該当する指定副産物＝建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コ 

ンクリート塊又は建設発生木材 （数値記載省略）   

２ 再生資源利用促進計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

 一 指定副産物の種類ごとの搬出量 

 二 指定副産物の種類ごとの再資源化施設又は他の工事現場等への搬出量 

三 前二号に掲げるもののほか指定副産物に係る再生資源の利用の促進に関す 
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る事項 

 

３ 建設工事事業者は、建設工事の完成後速やかに、再生資源利用計画の実施状 

況を記録するものとする。 

 

(2) 計画書、実施書の作成と提出 （受注者、発注者共通） 

ア システムを利用したデータ登録から各計画書、実施書の作成と提出について 

    再生資源利用計画書（実施書）、再生資源利用促進計画書（実施書）の作成が必要な工事は、 

「公共建設工事における分別解体等・再資源化等及び再生資源活用工事実施要領」別表に定める 

とおりです。 

(ｱ) データの登録 

提出データの作成にあたり、受注者は、WEB オンラインシステムの建設副産物情報交換シス

テム（COBRIS）の CREDAS 機能コブリス・プラスを利用してデータの登録等を行うことを原則と

します。（平成 31 年４月１日以降契約する工事から） 

 データ入力時の留意事項については、イを参照してください。方法の詳細については、コブ

リス・プラスのホームページから「コブリス・プラスの使い方」を確認してください。 

(ｲ) 計画書、実施書の印刷、提出 

計画、実施それぞれの段階で登録データ確認が終了したら、計画書については、発注者に提

出・説明したうえで、現場の公衆の見やすい場所に掲示してください（長野県土木工事共通仕

様書 1-1-1-24 建設副産物 4.再生資源利用計画、5.再生資源利用促進計画）。実施書については、

工事しゅん工後速やかに監督員等に提出しなければなりません※。（長野県土木工事共通仕様

書 1-1-1-24 建設副産物 6.実施書の提出）  

※COBRIS コブリス・プラスに登録した場合、実施書の提出は不要（工事書類簡素化ガイドラ

イン参照） 

(ｳ) 入力内容の確認、データの提出 （コブリス・プラスを利用しない場合） 

監督員等は、提出された建設リサイクル様式（エクセル）により、入力内容が適正か確認し、

必要があれば受注者に入力データの修正等を求めます。 

受発注者双方で、実施書までデータ入力が適正に完了していると確認できたら、受注者は

COBRIS の「各種書類の印刷」機能を利用して様式を印刷し監督員等に提出します。COBRIS で計

画書及び実施書を作成した場合は、データの提出は不要です。 

提出されたデータは、建設副産物の発生量、再生資材・リサイクル製品等の利用状況など、

建設副産物の実態分析に係る基礎データとして使用し、長野県の建設副産物に関する施策に活

用されることになります。 

イ データ入力にあたっての留意事項 

建設副産物情報交換システム（COBRIS）コブリス・プラスの特徴 

○計画書及び実施書の作成・提出や発注者の内容確認が可能 

○建設発生土の工事間利用調整に活用可能（公共・民間とも） 

○建設副産物実態調査(センサス：概ね５年に１回)に対応 

 ◇ 受注者の利用には、登録とシステム利用料金（7,700 円／ID ※R7.8 時点）が必要です。 

（技術管理費に率計上）。 

（参考 HP）http://www.recycle.jacic.or.jp/index.html  https://fkplus.jacic.or.jp/ 



共 12―27 

  データ入力にあたっては、以下の事項に留意してください。 

(ｱ) 入力に必要なデータ 

  ① 利用計画関係＝建設資材利用 

利用計画作成にあたっては、新材を含む建設資材全体の利用用途と利用量、そのうち、再生

資材の供給元、施工条件、利用量が必要です。 

 

    

 

 

 

 

再生資材の使用量は、再生材の含有率を考慮しない数量を入力して下さい。 

 

  ② 促進計画関係＝建設副産物発生・搬出 

促進計画作成にあたっては、建設副産物の発生量と再生資源利用促進量に係る 処分の区分

に関する情報が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

    

発生量は、現場内利用量、減量化量、現場外搬出量の合計値で、これら３つの量それぞれを

把握しておく必要があります。（現場内利用量は、特定建設資材廃棄物、建設廃棄物のうち建設

発生木材、建設汚泥、及び建設発生土のみ必要。減量化量は、建設汚泥のみ必要。） 

現場外搬出量の入力にあたっては、搬出先の場所、運搬距離、搬出先の種類（売却、他の工

事、プラントなど）を把握する必要があります。再生資源利用促進量は、現場外搬出量のうち、

以下の搬出先へ運んだ量です。搬出先を把握する必要があります。（搬出区分のみ入力、量の再

入力は不要） 

 

 

 

(ｲ) 問い合わせ先等 

  （一財）日本建設情報総合センター（JACIC）コブリス・プラスホームページ 

      http://www.recycle.jacic.or.jp/  https://fkplus.jacic.or.jp/ 

 

 

  

コンクリート、コンクリート及び鉄から成る建設資材、木材、アスファルト混合物、

土砂、砕石、塩化ビニル管・継手、石膏ボード、その他（利用量の多い上位２品目

の再生資材等） 

下線：省令及び長野県土木工事共通仕様書に記載の資材。他は再生資源の利用に 

関する事項として把握する。 

建設資材 

搬出先の種類のうち、 

再生資源利用にあたるもの 

売却、他工事、広域認定制度による処理、 

単純焼却以外の中間処理施設 

【特定建設資材廃棄物】 

コンクリート塊、建設発生木材 A、ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 

【建設発生廃棄物】 

その他がれき類、建設汚泥、金属くず、廃塩化ビニル管・継手、廃プラスチック、

廃石膏ボード、紙くず、アスベスト、建設発生木材 B、その他の廃棄物、 

混合廃棄物 

【建設発生土】 

建設発生土、浚渫土、浚渫土以外の泥土 

下線：省令又は長野県土木工事共通仕様書に記載の副産物。他は再生資源の利用の

促進に関する事項として把握する。 

建設 

副産物 
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（参考）再生資源利用〔促進〕計画書（実施書）関係作業フロー 

【事前準備】 

 

【データ登録】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

COBRISコブリス・プラスへ登録（http://www.recycle.jacic.or.jp/https://fkplus.jacic.or.jp/）

※利用料金（7,700円／ID ※R7.8時点）

「COBRISシステムコブリス・プラス」ホームページ掲載の操作マニュアル「コブリス・プラスの使
い方」ページを確認、習熟に努める。

工事受注 

設計図書・ 

現地等の確認 

省令に定める建設資

材、再生資源の利用が

ある 

省令に定める 

建設副産物が発生する 

受注者 

再生資源利用計画 

のデータ登録 

再生資源利用促進 

計画のデータ登録 

発注者に説明の上現場の

見やすい場所に掲示 

エラーチェック 

計画書の印刷 

工事施工 

データ
の把握 

データ
の把握 

実施状況記録のデータ登録 

エラーチェック 

実施書の印刷 

COBRIS に登録した場合提出は

不要 

監督員等確

認 

必要に応じ

て修正 

発注者 

監督員等確

認 

必要に応じ

て修正 
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【コブリス・プラス 操作の流れ （コブリス・プラスホームページから引用 ※一部加工）】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※書類ダウンロードは、必要に応じてでよい。 

※書類ダウンロードは、必要に応じてでよい。 

※副産物実態調査は、別途技術管理室から照会（５年に１回程度）するので、 

工事完了時点で特段の対応は不要。 
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3-4 発生土（残土）処理 

発生土（残土）処理については、「建設発生土等の有効利用に関する行動計画（平成 15 年 10

月国土交通省）」において「設計の段階から切土、盛土のバランスをとる等、建設発生土の現場

内利用を進めるとともに、」「可能な限り建設発生土の工事間利用を促進する」とされた。 

工事にあたっては、仮置場所や引渡場所（残土処理場）の指定を原則とし、適切な処分のた

めの条件明示を行う。 

 

  (1) 建設発生土の適正処理を実施する上での留意事項 

ア 設計の段階から切土、盛土のバランスをとる等、建設発生土の現場内利用を進める。 

イ 工事間利用が円滑に行われるよう工程調整を検討する。 

ウ 市町村等関係機関と連携して工事予定地、ストックヤード等を把握、利用する。 

 (2) 現場条件明示 

指定処分を原則とし、適切な現場条件明示を行うとともに、必要に応じて受発注者協議に

より設計変更を行う。 

標準の「現場説明事項・施工条件明示事項」（例）では、建設発生土について残土の搬出先

の名称、処理方法、地番等を明記した地図等を明示することとしている。 

 

建設発生土の搬出先等 

搬出先の名称 処理方法 特記事項（所在地等） 

  別添地図参照（地番等明記） 

※搬出先を変更する場合は、発注者と協議を行うこと。当初想定の場合は、受発注者協議等に

より搬出先を決定し、設計変更する。 

 

  (3) 長野県土木工事共通仕様書（建設部）記載事項 

    長野県土木工事共通仕様書では、共通編第３章土工（河川土工・砂防土工、道路土工）にお

いて、建設発生土に関して次のとおり規定している。 

  

   4.適用規定  

受注者は、建設発生土については、本編 1-1-1-24 建設副産物の規定により適切に処理しなければ

ならない。 

 5.発生土受入れ地等 

受注者は、建設発生土受入れ地及び建設廃棄物処理地の位置、及び建設発生土の内容等については、

設計図書及び監督員等の指示に従わなければならない。 

なお、受注者は、施工上やむを得ず指定された場所以外に建設発生土または、建設廃棄物を処分す

る場合には、事前に設計図書に関して監督員等と協議しなければならない。 

  6.施工計画書 

受注者は、建設発生土処理にあたり本編1-1-1-6施工計画書第1項の施工計画書の記載内容に加えて

設計図書に基づき以下の事項を施工計画書に記載しなければならない。 

（1）処理方法（場所・形状等） 

（2）排水計画 

（3）場内維持等 
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7.建設発生土受入れ地の実測 

受注者は、建設発生土の受入れ地への搬入に先立ち、指定された建設発生土の受入れ地について地

形を実測し、資料を監督員等に提出しなければならない。ただし、受注者は、実測困難な場合等には、

これに代わる資料により、監督員等の承諾を得なければならない。 

8.建設発生土受入れ地の条件 

建設発生土受入れ地については、受注者は、建設発生土受入地ごとの特定条件に応じて施工しな

ければならない。 

 

    (4) 工事関係書類での取扱い 

   イ 受注者は、前項の仕様書 6.施工計画書の記載にあたり、再生資源利用促進計画書の添付書

類である「確認結果票」により、盛土規制法の許可地であるか等の確認を行ったうえで、次

の①から③のとおり取り扱うこととする。別紙１により建設発生土処理の受入れ地について

協議すること。受入れ地の一部となる搬入や、ストックヤード（民間等）、有償の受入れ地

等についても協議すること。 

      

    ①：受け入れ地が盛土規制法の許可※1を得ている又は協議※2を行っている場合は、盛土規制

法における技術的基準を満たした盛土構造となり、安全性が確保できることから、盛土

規制法の許可（協議）をもって、別紙１による建設発生土処理の受入れ地に関する協議

とみなすことができる。 

    ②：盛土規制法の「許可を要しない工事」においても、上記①と同様の取扱いとする。ただ

し、「工事の施工に付随して行われる土石の堆積であって、当該工事に使用する土石ま

たは発生した土石を当該工事の現場または工事の現場の付近に堆積（仮置）」について

は、仮置の概要や維持管理方法を明示すること。（共５：施工計画書 13 建設副産物参

照） 

    ③：盛土規制法の許可対象規模以下で、届出※3又は規制対象外となる受け入れ地について

は、盛土の期間や構造、周辺環境等を勘案し、別紙１の内容のうち必要な事項を検討

し、発注者に協議すること。 

 

 

ロ 受注者は、前項の仕様書 7.建設発生土受入れ地の実測の規定に基づく地形を実測した資料

として当該受け入れ地での実測に基づく搬入前後の平面図、横断図（又は縦断図）を整備

し、提出するとともに、地形から計算できる搬入後の土量を計算した資料を提出する。ま

た、本資料について確認のできる写真を添付する。 

     なお、上記イの①及び②に該当する場合は、上記資料の提出を省略できる。 

 

             ※1 許可：法第 12 条第 1 項、第 16 条第 1 項、第 30 条第 1 項、第 35 条第 1 項 

          ※2 協議：法第 15 条、第 34 条 

          ※3 届出：法第 27 条第 1 項、第 28 条第 1 項 

 

   参考：盛土規制法に関する手引・技術的基準（長野県ホームページ） 

   https://www.pref.nagano.lg.jp/toshikei/morido/moridokiseihou_shinsei.html 

   

 



（別紙1）
６に係る協議内容【受入れ地がストックヤードでない場合】

1．
処理方法

(１)場所 関係法令手続申請 関係法令の必要な手続きがされているか確認する。（別紙2を参照）

(２)形状 １）盛土高
原則、15ｍ以下とする。（安定計算等により安全上支障がないと認め
られる場合においては、この限りではない。）

２）法面勾配、小段、
       盛土内排水 等 ⻑野県土⽊事業設計基準（１）第２編第３章第２節３を参照。

３）安定検討を必要と
       する盛土

⻑野県土⽊事業設計基準（１）第２編第３章第２節３ 表2-3-3「安定
検討を必要とする盛土」参照。

①【盛土自体の条件】
・盛土材料の含水比が高く、特にせん断強度の低い場合（高含水比
    の火山灰土） 等
②【外的条件】
・盛土の基礎が軟弱地盤や地すべり地のように不安定な場合
・地形条件によって、水の盛土内への浸透が多い場合(傾斜地盤上の
    盛土、谷間の盛土(渓流・谷埋型等)、腹付け盛土等)
                                                                                                等

４）擁壁が必要な場合 ⻑野県土⽊事業設計基準（１）第２編第３章第５節を参照。

(３)
施工方法

盛土の滑動防止等 ⻑野県土⽊工事共通仕様書（建設部）第１編第３章
第３節（河川土工・砂防土工）及び第４節（道路土工）参照。

（１）法面処理

・法面の下部については、湧水等を確認するとともに、その影響を
   十分に検討し、必要に応じて、擁壁工等の構造物を検討する。
・法面は、芝等によって処理し、裸地で残さない。この場合の勾配
    は、1.5割より緩い勾配で仕上げる。
・法面の末端が流れに接触する場合には、法面は、盛土の高さにかか
    わらず、その渓流の計画高水位に余裕高を加えた高さまでは永久工
    作物で処理する。
・上記は最終計画の場合であり、暫定計画に対しては参考とする。

（２）表面排水

（３）地下排水工

（１）安全管理

（２）環境対策

2．排水計画

⻑野県土⽊事業設計基準（１）第２編第３章第６節２を参照。

３．場内維持等 ・盛土の流出防止対策等。
・その他は、土⽊工事現場必携 共５施工計画書「公衆災害の防止」
「労働災害の防止」「環境対策」等を参照。
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（別紙1）
６に係る協議内容【受入れ地がストックヤードの場合】

1．
処理方法

(１)場所 関係法令手続申請 関係法令の必要な手続きがされているか確認する。（別紙2を参照）

(２)形状 １）盛土高
原則、高さ５ｍ以下とする。（安定計算等により安全上支障がないと
認められる場合においては、この限りではない。）

２）法面勾配 法面勾配１：１．８以上とする。

３）軟弱地盤等
盛土等区域の地盤に、滑りやすい土質の層がある場合又は軟弱な地盤
がある場合は、当該地盤に滑り、沈下又は隆起が生じないよう配慮す
る。

(３)
施工方法

１）盛土の滑動防止等
 （土地勾配）

盛土等区域の勾配は、１：１０以上とする。
ただし、土砂等の崩落等による災害の発生のおそれがないものと発注
者が認める場合は、この限りではない。

２）保安地帯

埋立て等区域と隣接地との間に、次の表の盛土等区域の面積の区分に
応じ、それぞれの幅の保安地帯を設置する。
ただし、土砂等の崩落等による災害の発生のおそれがないものと発注
者が認める場合は、この限りではない。

表面排水

雨水その他の地表水を排除することができるよう排水施設を検討す
る。なお、排水施設は、その管渠の勾配及び断面積が、その排除すべ
き雨水その他の地表水を支障なく流下させることができるものとする
こと。

(１)安全管理

(２)環境対策

3．場内維持等 ・盛土の流出防止対策について確認する。
・その他は、土⽊工事現場必携 共５施工計画書「公衆災害の防止」
「労働災害の防止」「環境対策」等を参照。

2．排水計画

盛土等区域の面積 保安地帯の幅
５ha未満 ５ｍ以上
５ha以上10ha未満 10ｍ以上
10ha以上20ha未満 20ｍ以上
20ha以上 30ｍ以上
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（別紙２） 

関係法令（参考） 

法令等名称 区域名等 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律 急傾斜地崩壊危険区域 

砂防法 砂防指定地 

自然環境保全法 原生自然環境保全地域 

自然環境保全地域内のうち、 

特別地区、普通地区 

自然公園法 自然公園のうち、特別保護地区 

自然公園のうち、特別地域 

自然公園のうち、普通地域 

森林法 保安林 

地域森林計画対象民有林 

宅地造成等規制法 宅地造成工事規制区域 

地すべり等防止法 地すべり防止区域 

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律 鳥獣保護区のうち、特別保護地区 

農業振興地域の整備に関する法律 農業振興地域のうち、農用地区域 

農地法 農地 

河川法 河川区域 

河川保全区域 

文化財保護法 埋蔵文化財包蔵地 

土壌汚染対策法 掘削を伴う土地の形質変更の 

面積が一定規模以上 

（900m2 または 3,000m2 以上） 

都市計画法 市街化区域、市街化調整区域、非線引都

市計画区域、都市計画区域外 

（「建築物の建築」、「特定工作物」の建

設以外の開発行為は対象外） 
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(5) 建設発生土の搬出先計画制度の強化 

    令和３年７月に静岡県熱海市で発生した盛土崩落による土石流被害を踏まえ、資源有効利用

促進法政令、省令の一部が改正されました。これにより、元請業者は、建設発生土の搬出に際

し、確認結果票の提出・掲示、土砂受領書の交付、最終搬出先までの確認などが必要となりま

す。 

 

    ＜関連通知＞ 

    ○令和５年５月 23 日付け５建政技号外（技術管理室長発出） 

    「建設業に属する事業を行う者の指定副産物に係る再生資源の利用の促進に関する判断の基準となるべき事 

項を定める省令等の補足説明及び運用について（通知）」 

    ○令和６年５月 20 日付け６建政技号外（技術管理室長発出） 

「資源有効利用促進法省令の改正に伴う建設発生土の最終搬出先までの確認義務について（通知）」 
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【確認結果票の提出・掲示】 R5.5.26 施行 

     建設工事の元請業者は、合計 500m3 以上の建設発生土を搬出しようとする場合、土壌汚染 

対策法等の手続確認等や搬出先の確認等を行い、確認結果を記録する必要があります。 

 また、確認結果は再生資源利用促進計画の添付資料として、発注者への報告・説明及び公 

衆の見えやすい場所へ掲示等を行う必要があります。 

 （確認結果票作成に当たっての解説（共通編・建設発生土の搬出先の確認編） 令和５年５月訂正版より抜粋） 

 ※500m3 未満の建設発生土の搬出であっても、発注者からの指示等により再生資源利用促進計画を作成している場合 

は、500m3 以上と同様の手続きが必要ですので、注意してください。 

 

①当該工事で発生した建設発生土の搬出先が、宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制法）に規定され 

ている宅地造成等工事規制区域（宅造区域）、特定盛土等規制区域（特盛区域）の指定の有無、許可状 

況、許可を要しない場合はその理由を「確認フロー」により確認し、「確認結果票」へ記録する。 

②「確認結果票」には、土壌汚染対策法等の手続状況も確認の上、記載する必要がある。土壌汚染対策法 

の手続きについては、「確認フロー」により発注者へ確認する。 

③記録した「確認結果票」は、再生資源利用促進計画書の添付資料として発注者へ提出するとともに、再 

生資源利用促進計画書と同様、現場へ掲示する。 

     ④搬出土砂の運搬を他の者に委託する場合は、委託先に再生資源利用促進計画書及び確認結果票を通知す 

る。（元請が自社で運搬を行う場合や、搬出先側が運搬を委託する場合には通知不要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「⻑野県⼟砂等の盛⼟等の規制に関する条
例」も確認対象であるが、公共工事は適用除
外とされているため、詳細欄には、「県盛⼟条
例︓公共工事のため適用除外」と記載。 

確認結果票記載例 

※確認結果票は 5 年間保存。 
（確認フローは掲⽰不要だが、確認 
結果票とともに保存すること） 

※発注者による指定利用の実施にあたって
は、指定しようとする搬出先が盛⼟規制法の
許可を受けていることなど、適正な搬出先で
あることをあらかじめ確認すること。 

工事の発注段階で暫定的に搬出先を指定す
る場合には、搬出先の確定後に速やかに受注
者に対して指⽰等を⾏ったうえで、必要に応
じて設計変更を⾏う等、適切に対応すること
が必要である。 
（R4.6.21 付け国⼟交通省中建審第７号 抜
粋） 

※⻑野県内における盛土規制法の規制区域
（宅造区域、特盛区域）は、令和７年 5 月に
指定予定済み。指定されるまでの間は「規制
未指定」と記載。 

※盛⼟規制法の許可、届出、協議を⾏ってい
るかを確認し、詳細欄に許可等の番号を記載
すること。公共施設用地や許可不要工事の場
合についても、その内容を記載すること。 
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【土砂受領書の交付】 R5.5.26 施行 

     受領書の交付により、元請建設工事事業者等が土砂をどこに運んだのかを明確にするとと 

もに、搬出した土砂を引き継いで管理するものを明確にすることを目的としています。 

 また、受領書は、建設発生土の搬出先を事後的に確認できるようにするための証明資料で 

あり、搬出元と搬出先が同一の者である場合には、搬出先に搬出したことを証する書面（土 

砂搬出及び受領証明書）を作成し、受領書とみなします。 

     なお、元請業者は、発注者への土砂受領書の提出は不要ですが、求められた場合は提示提

出する必要があります。また、交付した受領書の写しを工事完成後５年間保存する必要があ

ります。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

※責任者 
 省令第９条（管理体制の整備）により
定める工事現場における責任者（監理技
術者など） 

※盛土利⽤等 
 ⼟砂を再び搬出しないことを前提に
盛⼟への活用や⼟砂の処分をする場合 
 
※一時堆積 
 ⼟砂を再び搬出することを目的に外
部から搬入された⼟砂を一時的に堆積
する場合 

土砂受領書記載例 
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【最終搬出先までの確認】 R6.6.1 施行 

     適正な搬出先への確実な搬出を図るため、元請業者は、搬出先から更に他の搬出先へ搬出 

された場合には、確認結果票及び土砂受領書をその都度作成し、最終搬出先まで確認する必 

要があります。（ただし、以下の①～④の場合を除く） 

 

    ＜最終搬出先までの確認が不要なケース＞ 
① 国⼜は地⽅公共団体が管理する場所（当該管理者が受領書を交付するもの）  
② 他の建設現場で利用する場合 
③ ストックヤード運営事業者登録規程により国に登録されたストックヤード※1 
④ ⼟砂処分場（盛⼟利用等※2 し、再搬出しないもの） 

 

     ※1：登録ストックヤードは、国土交通省 HP で一覧が公開されています。 

※2：土砂受領書において、「盛土利用等」として交付された土砂は、土砂を再び搬出しないことを前提としていること 

から、その搬出先が民間・個人にかかわらず、持ち込まれた者（搬出先）が土砂の管理を引き継ぎます。（上記④に 

該当し、元請業者が最終搬出先まで確認する必要はありません） 

 

     最終搬出先までの確認は、国土交通省 HP に掲載されている「計画に記載した搬出先から 

他の搬出先に搬出された場合等に作成する書面」を参考に記録します。 

 

 

  【参考】ストックヤード運営事業者登録規定により国に登録されたストックヤード 

（登録ストックヤード） 

    ○登録ストックヤードの事業者は、最終搬出先までの確認や、土砂の搬入出管理及び記録の 

保存（年に一回、国へ報告）など、登録規定に定められたことに準拠して運営する必要が 

あります。そのため、元請業者が登録ストックヤードに搬出した場合、最終搬出先までの 

確認は不要となります。 

    ○登録ストックヤードは、再び搬出することを目的に外部から搬出された土砂を一時堆積す 

る場所を指し、土質改良プラントや自社の資材置き場も登録可能で、また、営利・非営利 

の別を問いません。 

    ○また、申請書類も建設業許可や廃掃法許可など、指定された許可や登録、認可を持ってい 

れば、一部書類を省略でき、申請方法も国土交通省へのメール送付のみとなります。 

○詳細は、国土交通省 HP に掲載されている「ストックヤード運営事業者登録制度新規申請 

の手引き」を確認してください。 

 

 

  【参考】詳細情報及び各種様式の掲載先 

  （国土交通省 HP：建設発生土の搬出先計画制度   ※確認結果票、土砂受領書等の様式、FAQ 等） 

https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo 

_const_fr1_000001_00041.html 

  （国土交通省 HP：ストックヤード運営事業者登録制度   ※新規申請の手引き、登録一覧、FAQ 等）  

https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo 

_const_fr1_000001_00042.html 
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(6) 発生土利用基準 

     発生土を建設資材として利用する場合には、適用する基準として「発生土利用基準」が国

土交通省に定められており、これを準用している。 

 

○ 発生土利用基準について 

 

国官技第 112 号ほか   

平成 18 年 8月 10 日   

国土交通省各部、各課及び各地方整備局等宛て 

大臣官房技術調査課長   

大臣官房公共事業調査室長   

大臣官房官庁営繕部計画課長   

 

標記について、別紙の通りとりまとめたので、本基準に基づき発生土の適正な再生利用を図られた

い。 

また、「発生土利用基準について」（平成 16 年３月 31 日付国官技第 341 号）は廃止する。 

 

 

発生土利用基準本文は下記 URL から参照できる。 

⇒ http://www.mlit.go.jp/tec/kankyou/hasseido/060810kijyun.pdf 

 

なお、次ページ以降参考掲載する。 
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3-5 産業廃棄物処理の留意事項 

受注者は、長野県土木工事共通仕様書共通編 1-1-1-23 建設副産物記載のとおり、産業廃棄物の

処理に関し排出事業者として法令を遵守し、実務を行わなければならない。 

廃棄物処理法では、排出事業者が自らの責任において建設廃棄物を適正に処理することと定め

ており、その処理を他人に委託する場合には法令に定める基準に従わなければならないことにな

っている。 

(1) 事業者の産業廃棄物の運搬、処分等の委託の基準 

排出事業者は、産業廃棄物の処理を委託する際には、廃棄物処理法第 12 条第 6項の政令で定

める委託基準を遵守しなければならない。 

これは処理責任を有する事業者と受託者とが委託内容について互いに十分確認することを趣

旨とするものである。 

 

○ 委託基準は廃棄物の処理及び清掃に関する施行令 第 6 条の 2に記載されている。 

以下、建設廃棄物処理マニュアルの記載事項を参考に解説する。 

  

① 排出事業者（建設工事を実施する事業者はこれに該当）が産業廃棄物の処理を他人に委託す

る場合には、収集運搬業者又は処分業者であって委託しようとする産業廃棄物の処理が事業

の範囲に含まれる者に委託しなければならない。 

   受託者の事業範囲の確認が排出事業者の努力義務になっており、以下の項目について行

う。  

 

② 排出事業者は、収集運搬業者、処分業者とそれぞれ書面により委託契約しなければならな

い。 

  「それぞれ書面により契約」であり、二者契約。排出時事業者、収集運搬業者、処分業者が

一括で契約するいわゆる三者契約は、事業範囲の確認が十分行われていない場合や、契約内

容の変更時のトラブルの要因となるなど、実務上推奨されないことから原則認められない。 

③ 委託契約書には、以下の事項についての条項を含まなければならない。 

・廃棄物の種類・数量 

・処理業者の事業の範囲 

・運搬の最終目的地の所在地（収集運搬の委託） 

・処分又は再生の場所の所在地、その方法及び施設の処理能力 

・最終処分の場所の所在地、その方法及び施設の処理能力（中間処理の委託） 

・適正な処理のために必要な下記の情報の提供に関する事項 

✓当該産業廃棄物の性状及び荷姿に関する事項 

✓通常の保管状況の下での腐敗、揮発等当該産業廃棄物の性状の変化に関する事項 

✓他の廃棄物との混合等により生ずる支障に関する事項 

・業の区分 

・許可期限及び条件 

・産業廃棄物の種類、積替又は保管の有無（収集運搬業のみ） 

・発生地と処分地の都道府県知事等の許可（収集運搬業のむ） 

・産業廃棄物の種類・処分の方法・施設の能力（処分業のみ） 

このほか、実地調査や写真等により施設の状況を確認する。 
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✓その他当該産業廃棄物を取り扱う際に注意すべき事項 

✓ 業務終了時の処理業者から排出事業者への報告に関する事項 

✓ 委託契約を解除した場合の処理されない廃棄物の取扱いに関する事項 

✓ 収集運搬業者と処分業者が異なる場合、それぞれ相手の氏名又は名称 

 

 

  

 

 

✓ 積替え・保管施設経由の有無と施設所在地、保管できる廃棄物の種類（収集運搬の委

託） 

・ 安定型産業廃棄物を委託する場合、積替え・保管施設において他の廃棄物と混合すること

の許否等に関する事項（収集運搬で積替え・保管施設を経由する場合の委託） 

・ 委託者が受託者に支払う料金 

・ 委託契約の有効期間 

これらの他、以下の条項を盛り込むことが考えられる。 

・ 積替え・保管施設を経由する場合、有価物回収の有無とその種類 

・ 積替え・保管施設を経由する場合、区画の設定方法 

・ 支払方法 

・ 契約に違反した場合の措置 

・ 積替え・保管施設を経由する場合、廃棄物の手選別等の許否 

なお、積替え・保管施設を経由する場合、排出事業者はこれに関連して必要となる情報

の提供を収集運搬業者に求めることが望ましい。 

④  委託契約書及び書面は、その契約の終了の日から環境省令で定める期間保存する。  

 

(2) 適正処理の確認（産業廃棄物管理表） 

排出事業者は処理の委託に際して、廃棄物の種類ごとにマニフェスト又は電子マニフェス

トを使用し、委託した産業廃棄物が最終処分まで適正に処理されたことを確認しなければな

らない。 

排出事業者は、委託基準やマニフェストについて法令上の義務を遵守することに加えて、

産業廃棄物の処理の状況に関する確認を行い、当該産業廃棄物について発生から最終処分が

終了するまでの一連の処理の行程における処理が適正に行われるよう、必要な措置を講ずる

ように努めなければならない。 

長野県土木工事共通仕様書共通編 1-1-1-23 建設副産物の 2.マニフェストでは、「受注者

は、産業廃棄物が搬出される工事にあたっては、産業廃棄物管理票（紙マニフェスト）また

は電子マニフェストにより、適正に処理されていることを確かめるとともに監督員等に提示

しなければならない。」としている。 

マニフェストをしゅん工書類として提出する必要は無いが、経過が把握できるよう、所定

の様式により集計して提出することとしている。 

建設工事から生ずる廃棄物の適正処理については、共通仕様書に記載の法令に加え、「建設

工事から生ずる廃棄物の適正処理について（通知）」で環境省から通知された「建設廃棄物処

理指針（https://www.env.go.jp/hourei/add/k035.pdf）」によることと指導されている。 

・「それぞれ相手の氏名又は名称」については、契約書への記載では無く、排出事業者から各業者 

へ別途文書での通知も可能である。 

・建設業協会等で販売されている「建設廃棄物処理委託契約書」は、「それぞれの相手の氏名又は

名称」を記載できる様式となっているが、三者契約を意図するものではないことに留意する。 
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 (3) 長野県産業廃棄物３R 実践協定を締結している場合 

県の「長野県産業廃棄物３Ｒ実践協定」を締結している受注業者にあっては、当該工事における「産

業廃棄物の排出抑制、再使用、再生利用及び適正処理に関する自主的な取組状況等」について施工計画

に定めること。 

産業廃棄物管理票（マニフェスト）集計表 （受注者名）
（工事名）

A票 B2票 D票 E票

年 月 日 年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日 年 月 日
年 月 日 年 月 日 年 月 日

・各票の列ごとに、マニュフェストに記載された量を数量単位欄に示す単位で記入してください。
・集計表は、廃棄物の種類別に作成してください。

（参考）廃棄物種類
（安定型品目）
01コンクリートがら
02アスコンがら
03その他がれき類
04ガラス・陶磁器くず
05廃プラスチック類
06金属くず
07混合（安定型のみ）
08石綿含有産業廃棄物
（管理型品目）
11建設汚泥
12紙くず
13木くず
14繊維くず
15廃石膏ボード
16混合（管理型含む）
17石綿含有産業廃棄物
（特別管理産廃）

廃棄物の種類
交付番号

（10桁の番号）
日付 （年号省略）

合計

日付 （年号省略） 日付 （年号省略） 備考

数量の単位 m3　　ｔ　　kg


